
日 銀 シ ス 第 １ ９ 号 

平成２９年３月１０日 

 

 

日 銀 ネ ッ ト 利 用 先 

日銀ネット利用金融機関等 

 

日 本 銀 行 

 

 

「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則 

（共通事務）」の一部改正に関する件 

 

 

日本銀行では、日本銀行金融ネットワークシステムの機能の見直し等に伴い、

標記規程の一部を別紙のとおり改正し、平成２９年３月２１日から実施するこ

ととしましたので、通知します。 

 

 

以  上 

 

御中 



別紙 

 

「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（共通事務）」中一部改正 

 

○ 第１編Ⅱ．３．（２）ハ．（入出力グループの概念図）を次のとおり改め

る（全面改正）。 

 

（入出力グループの概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゆ 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

入出力グループ 001 

・権限範囲：0212,0311,0341 

4111,4112 

・出力帳票：4111-00200 

・入力者：A004,0005  

・端末認証装置：50001,50002 

入出力グループ 002 

・権限範囲：0212,0311,0341 

72AA 

・出力帳票：7211 

・入力者：A004,0006 

・端末認証装置：50002 

電文 

R 0000001 

E 0000001 

E 0000002 

E 0000004 

 

・・・ 

電文 

R 0000002 

R 0000003 

E 0000003 

E 0000005 

 

共用グループ セキュリティグループ 

・権限範囲：03AA 

・出力帳票： 

・入力者：A001,A002,0003 

検証ファイル 

0 

 

7 

 

… 

J 

 

U 

 

… 

検証ファイル 

0 

 

7 

 

… 

J 

 

U 

 

… 

電文 

R 0000004 

R 0000005 

 

検証ファイル 

0 

 

7 

 

… 

J 

 

U 

 

… 

電文 

E 0000006 

E 0000007 

 

A001 A004 0005 50001 50003  

（凡例） 

：ユーザー所属グループの関係 

：指定中グループの関係 

：端末認証装置所属グループの関係 

 ：入力者（送信権限者・オペレータ） 

        

       ：端末認証装置 

0003 0006 50002  A002 



○ 第１編Ⅱ．３．（２）ハ．《概念図の説明》③を横線のとおり改める。 

 

③入力者 

 送信権限者 A0024 は、指定中グループの 001 に設定された業務処理区分

の入力、送信、ＥＸ一方通知電文の確認等が行えるほか、指定中グループ

を入出力グループ 002 に切替えることで、同入出力グループに設定された

処理が可能です。 

 オペレータ 00025 は、所属する入出力グループが 001 のみのため、設定

できる指定中グループは 001 のみで、当該入出力グループに設定された処

理のみ行えます。 

なお、共用グループで受信した電文は、指定中グループの指定状態にか

かわらず、すべての入力者が確認可能です。 

 

［日銀ネットの電文：Ⅲ．２．参照］ 

 

 

○ 第１編Ⅳ．１．（２）の（注）を横線のとおり改める。 

 

（注）セキュリティグループに入力者を割当てる場合には、入力者のパスワードロック等

の不測の事態に備え、入力者を３名以上（うち送信権限者を２名以上）割当てること

としてください。万一、パスワードロック等によりセキュリティグループに割当てた

入力者のうち端末操作が可能な入力者が、送信権限者１名のみまたはオペレータのみ

となった場合には、すみやかに日銀ネット主管店に連絡し、その指示に従ってくださ

い。 

 

 

○ 第１編Ⅳ．７．（３）の（注２）を横線のとおり改める。 

 

（注２）各グループに所属する入力者は、パスワードロック等の不測の事態に備え、入力

者を３名以上（うち送信権限者を２名以上）割当てることとしてください。また、

万一、パスワードロック等によりセキュリティグループに割当てた入力者のうち端

末操作が可能な入力者が、送信権限者１名のみまたはオペレータのみとなった場合

には、すみやかに日銀ネット主管店に連絡し、その指示に従ってください。 

 

 

 



○ 第１編Ⅳ．７．（４）の（注２）を横線のとおり改める。 

 

（注２）各グループに所属する入力者は、パスワードロック等の不測の事態に備え、入力

者を３名以上（うち送信権限者を２名以上）割当てることとしてください。また、

万一、パスワードロック等によりセキュリティグループに割当てた入力者のうち端

末操作が可能な入力者が、送信権限者１名のみまたはオペレータのみとなった場合

には、すみやかに日銀ネット主管店に連絡し、その指示に従ってください。 

 

 

○ 第１編Ⅴ．１．を横線のとおり改める。 

 

１．通常の運行 

 

 略（不変） 

 

（日本銀行本店を日銀ネット主管店とする利用先） 

 

 略（不変） 

 

翌営業日 
午前 

６：３０まで [センターで自動的に行う当座勘定の入金または引落等] 

○ 日本銀行は、次の処理を翌営業日の午前６時３０分までにセンターで自動的に行います。 
 
・代理店保証額および歳入代理店保証額の増額または減額 

・共通担保の時価または掛目の変更に伴う担保価額の変更 

・国債条件付売買および日銀国債売現先（米ドルオペ用担保国債供給）において日本銀行が売買

先に対し有する純与信額の更新 

・振替社債等の定時償還または一部繰上償還に伴う担保価額の減額 

・振決国債の元利金の当座勘定への入金 

・振決国債の利子にかかる精算税額の当座勘定への入金 

・国庫国債事務取扱等手数料の当座勘定への入金 

・国債条件付売買、日銀国債売現先（国債補完供給）および日銀国債売現先（米ドルオペ用担保

国債供給）の売買国債にかかる利子精算金の当座勘定の入金または引落 

・当座貸越延滞利息の当座勘定からの引落 

・振決国債以外の期日担保返戻 

 

 

 



（日本銀行支店を日銀ネット主管店とする利用先） 

  

略（不変） 

 

翌営業日 
午前 

６：３０まで [センターで自動的に行う当座勘定の入金または引落等] 

○ 日本銀行は、次の処理を翌営業日の午前６時３０分までにセンターで自動的に行います。 
 
・代理店保証額および歳入代理店保証額の増額または減額 

・共通担保の時価または掛目の変更に伴う担保価額の変更・振替社債等の定時償還または一部繰

上償還に伴う担保価額の減額 

・振決国債の元利金の当座勘定への入金 

・振決国債の利子にかかる精算税額の当座勘定への入金 

・国庫国債事務取扱等手数料の当座勘定への入金 

・当座貸越延滞利息の当座勘定からの引落 

・振決国債以外の期日担保返戻 

 

 

○ 第２編Ⅰ．４．（２）を横線のとおり改める。 

 

（２）コンピュータウイルス対策 

利用先は、ウイルス対策ソフトが定める手順に従って、端末装置内のすべてのハー

ドディスクに対してコンピュータウイルスの有無を毎月定期的に調査してください（注

１）。また、ファイルアップロード・ダウンロード機能の使用や日本銀行からの指示に

より記憶媒体を使用する場合には、その都度、ウイルス対策ソフトを用いてコンピュ

ータウイルスの有無を調査してください。万一、端末装置にコンピュータウイルスが

存在することを検知した場合には、当該端末装置の利用を停止し、端末装置からＬＡ

Ｎケーブルを抜いたうえで、直ちにセンターに連絡してその指示に従ってください。 

なお、「日銀ネット端末セットアップＣＤ」に格納された手順に従った設定が完了し

ている端末装置は、ＯＳを起動した状態（端末認証装置による端末接続は不要です。）

であれば、端末装置で管理している時刻にもとづき、午後０時から午後３時３０分ま

での間にウイルス対策ソフトの定義ファイルが自動的に更新されますので、端末装置

は時刻を正しく設定したうえで使用してください。ウイルス対策ソフトの定義ファイル

が自動的に更新されない端末装置は、使用前に必ず手動で定義ファイルを更新し、オ

ンライン配信される最新の定義ファイルに更新した状態で使用してください。 

通常時に利用する端末装置のほかにまた、予備として保有しているおり通常時には

ＯＳを起動していない端末装置があり、この端末装置を利用する場合には、必ず手動



でによるウイルス対策ソフトの定義ファイルをの更新（注２）しに加え、端末装置内のす

べてのハードディスクに対してコンピュータウイルスの有無を調査したうえで利用し

てください（注１）。 

 

  以下略（不変）  

 

 

 

 


